
議案第５号 

みやき町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関す

る条例及びみやき町税条例の一部を改正する条例について 

みやき町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例及びみやき町税条

例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。 

令和 ７年 ３月 ３日提出 

みやき町長 岡  毅 

提案理由 

この議案は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律（平成25年法律第27号）の一部改正に伴い、みやき町行政手続における

特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用

及び特定個人情報の提供に関する条例及びみやき町税条例の一部を改正する必要

があるため、議会の議決を求めるものである。 



みやき町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に

関する条例及びみやき町税条例の一部を改正する条例 

（みやき町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部改正） 

第１条 みやき町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成27

年みやき町条例第26号）の一部を次のように改正する。 

第２条第３号中「第８項」を「第９項」に改め、同条第４号中「第12項」を

「第13項」に改め、同条第５号中「第14項」を「第15項」に改める。 

（みやき町税条例の一部改正） 

第２条 みやき町税条例（平成17年みやき町条例第42号）の一部を次のように改正

する。 

第36条の２第９項、第63条の２第１項第１号、第89条第２項第２号、第139条

の２第２項第１号及び第149条第１号中「第15項」を「第16項」に改める。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 



みやき町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部改正

に係る新旧対照表（第１条関係） 

改  正  前 改  正  後 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当

該各号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当

該各号に定めるところによる。 

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略）

(３) 特定個人情報 番号法第２条第８項に規定する特定個人

情報 

(３) 特定個人情報 番号法第２条第９項に規定する特定個人

情報 

(４) 個人番号利用事務実施者 番号法第２条第12項に規定す

る個人番号利用事務実施者 

(４) 個人番号利用事務実施者 番号法第２条第13項に規定す

る個人番号利用事務実施者 

(５) 情報提供ネットワークシステム 番号法第２条第14項に

規定する情報提供ネットワークシステム 

(５) 情報提供ネットワークシステム 番号法第２条第15項に

規定する情報提供ネットワークシステム 

(６)・(７) （略） (６)・(７) （略）
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みやき町税条例の一部改正に係る新旧対照表（第２条関係） 

改  正  前 改  正  後 

（町民税の申告） （町民税の申告） 

第36条の２ （略） 第36条の２ （略） 

２～８ （略） ２～８ （略） 

９ 町長は、町民税の賦課徴収について必要があると認める場合

には、新たに第23条第１項第３号又は第４号に掲げる者に該当

することとなった者に、当該該当することとなった日から30日

以内に、その名称、代表者又は管理人の氏名、主たる事務所又

は事業所の所在、当該町内に有する事務所、事業所又は寮等の

所在、法人番号（行政手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第２条第

15項に規定する法人番号をいう。以下町民税について同

じ。）、当該該当することとなった日その他必要な事項を申告

させることができる。 

９ 町長は、町民税の賦課徴収について必要があると認める場合

には、新たに第23条第１項第３号又は第４号に掲げる者に該当

することとなった者に、当該該当することとなった日から30日

以内に、その名称、代表者又は管理人の氏名、主たる事務所又

は事業所の所在、当該町内に有する事務所、事業所又は寮等の

所在、法人番号（行政手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第２条第

16項に規定する法人番号をいう。以下町民税について同

じ。）、当該該当することとなった日その他必要な事項を申告

させることができる。 

（施行規則第15条の３第３項並びに第15条の３の２第４項及び

第５項の規定による補正の方法の申出） 

（施行規則第15条の３第３項並びに第15条の３の２第４項及び

第５項の規定による補正の方法の申出） 

第63条の２ 施行規則第15条の３第３項並びに第15条の３の２第

４項及び第５項の規定による補正の方法の申出は、当該家屋に

係る区分所有者の代表者が毎年１月31日までに次に掲げる事項

を記載した申出書を町長に提出して行わなければならない。 

第63条の２ 施行規則第15条の３第３項並びに第15条の３の２第

４項及び第５項の規定による補正の方法の申出は、当該家屋に

係る区分所有者の代表者が毎年１月31日までに次に掲げる事項

を記載した申出書を町長に提出して行わなければならない。 

(１) 代表者の住所、氏名又は名称及び個人番号（行政手続に

おける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律第２条第５項に規定する個人番号をいい、当該書類を提出

する者の同項に規定する個人番号に限る。以下固定資産税に

(１) 代表者の住所、氏名又は名称及び個人番号（行政手続に

おける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律第２条第５項に規定する個人番号をいい、当該書類を提出

する者の同項に規定する個人番号に限る。以下固定資産税に
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改  正  前 改  正  後 

ついて同じ。）又は法人番号（同条第15項に規定する法人番

号をいう。以下固定資産税について同じ。）（個人番号又は

法人番号を有しない者にあつては、住所及び氏名又は名称） 

ついて同じ。）又は法人番号（同条第16項に規定する法人番

号をいう。以下固定資産税について同じ。）（個人番号又は

法人番号を有しない者にあつては、住所及び氏名又は名称） 

(２)～(４) （略） (２)～(４) （略） 

２ （略） ２ （略） 

（種別割の減免） （種別割の減免） 

第89条 （略） 第89条 （略） 

２ 前項の規定によって種別割の減免を受けようとする者は、納

期限までに、当該軽自動車等について減免を受けようとする税

額及び次に掲げる事項を記載した申請書に減免を必要とする事

由を証明する書類を添付し、これを町長に提出しなければなら

ない。 

２ 前項の規定によって種別割の減免を受けようとする者は、納

期限までに、当該軽自動車等について減免を受けようとする税

額及び次に掲げる事項を記載した申請書に減免を必要とする事

由を証明する書類を添付し、これを町長に提出しなければなら

ない。 

(１) （略） (１) （略） 

(２) 軽自動車等の所有者等の住所又は事務所若しくは事業所

の所在地、氏名又は名称及び個人番号（行政手続における特

定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条

第５項に規定する個人番号をいう。以下この号及び次条にお

いて同じ。）又は法人番号（同法第２条第15項に規定する法

人番号をいう。以下この号において同じ。）（個人番号又は

法人番号を有しない者にあつては、住所又は事務所若しくは

事業所の所在地及び氏名又は名称） 

(２) 軽自動車等の所有者等の住所又は事務所若しくは事業所

の所在地、氏名又は名称及び個人番号（行政手続における特

定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条

第５項に規定する個人番号をいう。以下この号及び次条にお

いて同じ。）又は法人番号（同法第２条第16項に規定する法

人番号をいう。以下この号において同じ。）（個人番号又は

法人番号を有しない者にあつては、住所又は事務所若しくは

事業所の所在地及び氏名又は名称） 

(３)～(８) （略） (３)～(８) （略） 

３ （略） ３ （略） 

（特別土地保有税の減免） （特別土地保有税の減免） 
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改  正  前 改  正  後 

第139条の２ （略） 第139条の２ （略） 

２ 前項の規定により特別土地保有税の減免を受けようとする者

は、納期限までに、次に掲げる事項を記載した申請書にその減

免を受けようとする事由を証明する書類を添付して町長に提出

しなければならない。ただし、町長が、当該者が所有し、又は

取得する土地が同項各号のいずれかに該当することが明らかで

あり、かつ、特別土地保有税を減免する必要があると認める場

合は、この限りでない。 

２ 前項の規定により特別土地保有税の減免を受けようとする者

は、納期限までに、次に掲げる事項を記載した申請書にその減

免を受けようとする事由を証明する書類を添付して町長に提出

しなければならない。ただし、町長が、当該者が所有し、又は

取得する土地が同項各号のいずれかに該当することが明らかで

あり、かつ、特別土地保有税を減免する必要があると認める場

合は、この限りでない。 

(１) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び法人番号（行政手

続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律第２条第15項に規定する法人番号をいう。以下この号

において同じ。）（法人番号を有しない者にあつては、住所

及び氏名又は名称） 

(１) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び法人番号（行政手

続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律第２条第16項に規定する法人番号をいう。以下この号

において同じ。）（法人番号を有しない者にあつては、住所

及び氏名又は名称） 

(２)・(３) （略） (２)・(３) （略） 

３ （略） ３ （略） 

（入湯税に係る特別徴収義務者の経営申告） （入湯税に係る特別徴収義務者の経営申告） 

第149条 鉱泉浴場を経営しようとする者は、経営開始の日の前日

までに、次に掲げる事項を町長に申告しなければならない。申

告した事項に異動があった場合においては、直ちにその旨を申

告しなければならない。 

第149条 鉱泉浴場を経営しようとする者は、経営開始の日の前日

までに、次に掲げる事項を町長に申告しなければならない。申

告した事項に異動があった場合においては、直ちにその旨を申

告しなければならない。 

(１) 住所又は事務所若しくは事業所の所在地、氏名又は名称

及び個人番号（行政手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する個人番

号をいう。以下この号において同じ。）又は法人番号（同条

(１) 住所又は事務所若しくは事業所の所在地、氏名又は名称

及び個人番号（行政手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する個人番

号をいう。以下この号において同じ。）又は法人番号（同条
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改  正  前 改  正  後 

第15項に規定する法人番号をいう。以下この号において同

じ。）（個人番号又は法人番号を有しない者にあつては、住

所又は事務所若しくは事業所の所在地及び氏名又は名称） 

第16項に規定する法人番号をいう。以下この号において同

じ。）（個人番号又は法人番号を有しない者にあつては、住

所又は事務所若しくは事業所の所在地及び氏名又は名称） 

(２)・(３) （略） (２)・(３) （略） 
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